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臨時国会は、閉じたのだが、最終場面で2人の大臣の問責決議が参議院で可決され、今後の政局に火種を残してしまった。

問責決議には何らの法的拘束力はないのであるが、1998年のねじれ国会での額賀防衛庁長官の可決以来、問責の可決は結果としてすべて辞任に追い込まれており、野党側は問責した大臣が居座れば来年の通常国会での審議拒否を宣言している。

野田内閣にとって、野党側の社会保障・税一体改革の協議への参加を呼びかけているだけに、この問題の処理には頭を痛めることは必至であろう。

ただ、参議院での問責問題には、何らかの歯止めをかけていかなければ、今後の政治の運営において支障が出てくるだけに、少なくとも法的な筋を通しておきたいところである。

すでに政権交代によって、与野党とも衆参のねじれ問題に直面し、にっちもさっちもいかなくなった経験を持っているだけに、もうこのあたりで何らかの議会運営面での英知の結集が求められている。

国権の最高機関である国会の両院議長の出番が出てきつつあるように思えるのだが、どうであろうか。

■自動車の車体課税減税策にはしっかりとした筋が必要では

　さて、来年度の税制改正大綱が9日深夜に決定され、直後に閣議決定された。残念ながら小生は札幌で行われた「社会保障・税一体改革に関するシンポジウム」の主催者として北海道に来ており、最後の税制調査会の場には出席できなかった。結果として、大きな争点(?)となっていた自動車の車体課税について、エコカー減税の延長と自動車重量税の軽減(1,500億円)ということで結論が出て一応の終息に至ったのであるが、エコカー減税の延長はまだ理解はできるものの、自動車の車体課税については、多段階にわたる重複した課税のあり方を整理し簡素化することの必要性は理解できるのだが、自動車産業の抱えている販売数量の減少や円高対策として車体課税の軽減という理屈には納得できない。

はたして、自動車にかかる税金と販売の減少との関係はどのように連関しているのだろうか。人口が減少し始め、低所得の若者が増える中での自動車離れについてはもっと別の問題があるのであり、税金を安くしたということでその解決ができると考えるほうが問題だと言わざるを得ない。

自動車産業が国内経済で果たしている大きな役割については高く評価することにやぶさかではないのだが、もはや成熟期を過ぎ、今後の大きな展開は残念ながら今のままの状況では困難であろう。電気自動車の開発をはじめ、省エネにむけた低燃費、安全性の向上などに向けて努力していくことこそが求められているのだろう。

しっかりとした理屈がないまま、安易に税制が「改正」されていくことには警鐘を鳴らしておく必要があろう。

■社会保障改革と消費税引き上げ、ぶれない総理の姿勢が頼もしい

　いよいよ、これからの課題は社会保障改革であり、消費税の引き上げを中心にした税制の抜本改革であろう。

今週から党の社会保障改革調査会と税制調査会の論議が進められ、社会保障改革についてのとりまとめができるかどうか、国民の関心は高まっている。とくに、医療費の受診時定額負担の導入や70~74歳の前期高齢者の受診時の自己負担の20%への引き上げ問題などは、党側の方針が否定的であっただけに党側が納得し、かつ政府としての6月末に取りまとめた「社会保障・税一体改革」の方針に導いていけるのかどうかが焦点になる。

困難な道ではあるが、何としても結論を出していく必要がある。続いて、税の方も消費税率を5%引き上げて10%にすることに関連し、多くの解決しておくべき課題が山積している。

まず、いつから引き上げ、いつまでに何段階に分けて引き上げるのか、経済状況の好転を条件に、とあるが、どんな条件が経済状況の好転と判断するのか、さらに、引き上げに伴い、低所得者に対するしわ寄せがひどくなるわけで、このような方たちに対してどのような対策を打ち出していくのか、という重要な点があげられよう。

さらに、消費税の益税問題といわれる不公正な問題の解決も必要になるし、インボイスの導入の必要性も検討すべき課題として挙げられよう。

もちろん、税制の抜本改革は消費税だけにとどまらないわけで、所得税・法人税・相続税など所得・消費・資産のバランスにも配慮していく必要があることは言うまでもあるまい。特に、最近は格差の拡大というよりも全体的な所得の低下というデフレ下の賃金水準の下落という事態の下で、どのように中産階層の所得を分厚くすることができるのか、大きな課題が待ち受けている。

すでに、党内では「消費税の引き上げに反対する署名活動」などの動きもあるやに聞いているのだが、いろいろと反対の議論もたたかわせながら、野田総理の大方針である「社会保障・税一体改革を、年内をめどに素案を取りまとめる」ということに全力で進めてほしいものだ。12月末までに、党内の攻防は激しく展開されていくのだろうが、総理大臣の不動の姿勢が何より頼もしい。

■マンデルブロ教授は、2004年に金融危機を予言できていた

　今後の税制調査会の論議の中で大きな論点として浮かび上がってくるのが経済情勢と消費税の引き上げとの関係であるだけに、少し勉強したいと思って岩井克人編著『金融経済とマクロ経済』(東大出版会 2011年9月刊)を開いてみた。

その中で、岩井教授のまとめの中から興味深そうな論文として、高安秀樹「第7章　金融市場におけるリスクと特性　複雑システムの物理学の視点から」を一読してみた。

高安氏は、元は大学に籍を置かれていたが、現在ソニーコンピューターサイエンス研究所のシニアリサーチャーをされており、経済物理学とでもいう分野の専門家なのかもしれない。

かつて、『複雑系の経済学』という著作に目を通したことがあり、フラクタクルとかカオスといった言葉だけは記憶に残っていたのであるが、すでに小生としては、ほとんど忘却の彼方に追いやってしまっていた分野である。そのなかで、マンデルブロというポーランド生まれでイエール大学で長く教授を務められていた大変な人物に焦点が当てられ、フラクタルという概念の生みの親であり、自然科学の分野ではマンデルブロの業績は高く評価され、2003年には「複雑系における普遍的概念の創出」の業績で天皇陛下から日本国際

賞を授かっていることも初めて知った次第である。

なによりも、マンデルブロ氏は2004年の時点で「数理科学の視点に基づいた経済現象の研究の成果として、これまでに経験のないような大きな金融危機が近い将来発生する」と述べ、のちのリーマンショックを見事に予言していたという。マンデルブロ氏は残念ながら2010年すい臓がんのために亡くなられている。

■高安秀樹「金融市場におけるリスクと特性」論文は興味深い

　これ以降の高安氏の論文の内容は直接著作にあたって読んでほしいのだが、単純な「リスク」分析のレベルから、はるかに複雑な「不確実性」の分析にまで展開しながら、どのようにして経済の危機的な状況を防いでいくべきなのか、考えさせることが多い論文である。

特に、ハイリスクでハイリターンになりやすい金融派生商品に対しては、一般の商品と違って適正な規制を導入して金融機関の破たんを防ぐ方向に進むべきであり、必要なことは「取引の実態を何らかの公の機関に報告させる」ことで、過度にたくさんの取引をしているかどうか、際立って安い価格をつけていないかどうか、さらに単体の金融派生商品だけでなく総体のリスクを分析することを通じて警告を発する必要性が提起されている。

また、このような分析を進めるためには「データから金融派生商品の適正価格を計算し、量の妥当性をチェックするような中立的な組織」も必要であることや、最近の金融市場の高頻度データを分析する研究が近年急速に進展しており、従来の金融工学では記述できないような暴騰や暴落、さらにはその前兆となるような方向性を持った価格変動までがリアルタイムで定量的に特徴づけられるようになるほど進化しているという。

■金融商品にも安全性をチェックできる中立機関の設置は検討すべきでは

　高安氏はさらに工業製品に関してはJISが、農業製品にはJASがあり市場に並んでいる商品の安全性は保障されているのに、金融商品については「商品の安全性を規定する商品規格も制定されておらず、商品の安全性をチェックする公的あるいは中立的な機関もなく、不良商品とわかった後でのリコールの制度すら定められていない」と指摘され、このようなままでは安全性を最優先する多くの日本人の貯蓄が金融商品に流れる可能性は低く、金融業の活性化は期待できないと断言されている。

逆に、もしそのような規格を世界に先駆けて作ることができれば「日本が世界をリードする金融大国になり得ることもありうる」と強調されているのだ。注目すべき重要な問題提起といえよう。

